
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※市民一人当たりの金額は、住民基本台帳に基づく平成 23 年 3 月末日現在の人口 65,694 人で算出しております。ただし、数値を四捨五入しているため合計額と合わないことがあります。 

 

 

■ 市民一人当たりの資産は、約２９８万７千円    ■市民一人当たりの負債は、約１５８万５千円 

■ 市民一人当たりの行政コストは、約７８万１千円  ■翌年度へ繰り越した資金は、約４７億７千万円

平成 2２年度十和田市の財務書類４表（概要版） 

 

■「貸借対照表」とは、市の保有施設、現金などの資産とその資産がどういう財源で調達されたのかを表したものです。 

■資産の状況を左側に、その財源となった負債と純資産を右側に示し、資産＝負債＋純資産と左右が一致し、バランスがとれていることからバ

ランスシートとも呼ばれています。 

 

■「資金収支計算書」とは、市における１年間の現金の流れに着目し、収入と支出を性質ごとに区分することにより、どのような行政活動にど

の程度の資金が必要になっているのかを表したものです。（内側の円が支出、外側の円が収入を表しています。） 

 

 

経常的支出

218億円

公共資産

整備支出

24億円

投資・財務

的支出

64億円

経常的収入

291億円

公共資産整

備収入

11億円

投資・財務

的収入

2億円

支出合計

306億円

経常的支出

453億円

公共資産

整備支出

39億円

投資・財務

的支出

101億円

経常的支出

565億円

公共資産整

備収入

21億円

投資・財務

的収入

6億円

支出合計

593億円

 

■「純資産変動計算書」とは、貸借対照表にある純資産が１年間でどのような財源や要因により増減したのかを表したものです。 

 

【新地方公会計制度の内容】 
■ これまでの市の公会計は、その年の収入と支出に着目した単年度の動きだけを表し、過去において整備してきた資産とそれに伴う負債

などの情報や行政サービスの提供に必要となった経費（コスト）などの情報が把握できないという課題がありました。 

■ この課題の解消に向け、これまでの公会計に加え、企業会計的な手法を取り入れた新しい公会計制度（新地方公会計制度）が財務書類

４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）の作成です。 

■ この新地方公会計制度では、国が例示した「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」のいずれかを活用し、「普通会計」と関連す

る団体等も含めた「連結グループ」の２種類の財務書類４表を作成し、公表するものです。 

【本市における取組】 

現時点での台帳整備等の状況から「総務省方式改訂モデル」を活用して「普通会計」と「連結グループ」のそれぞれの財務書類を作成し

ています。 

【貸借対照表】 

【資金収支計算書】 

 

水道事業会計 

下水道事業会計 

病院事業会計 

地方卸売市場事業特別会計 

温泉事業特別会計 

駐車場事業会計 

国民健康保険事業特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険事業特別会計 

十和田地域広域事務組合 

十和田地区環境整備事務組合 

十和田地区食肉処理事務組合 

上北地方教育・福祉事務組合 

 

【市全体】 
【一部事務組合】 

【連結グループ】 

青森県市長会館管理組合 

青森県市町村職員退職手当組合

小川原湖広域水道企業団 

青森県後期高齢者医療広域連合

 
十和田市土地開発公社    財団法人十和田市体育協会 

財団法人十和田湖ふるさと活性化公社 【関連法人】 

 一般会計（駐車場事業分除く）

【普通会計】

【純資産変動計算書】 

連
結
の
概
要 

 資産  1,1８６億円 
これまでに整備した施設や

現金などの資産 

 

[内訳] 

公共資産  985 億円 

（道路、学校など） 

投資等   160 億円 

（出資金、基金など） 

流動資産  41 億円 

（歳計現金、税未収金など） 

負債   421 億円 
将来の世代が負担する債務 

 

（地方債、退職金など） 

 

 

純資産  765 億円 
これまでの世代で負担して

きた正味資産 

資産  1,955 億円 
これまでに整備した施設や

現金などの資産 

 

[内訳] 

公共資産  1,798 億円 

（道路、学校、病院など） 

投資等     53 億円 

（出資金、基金など） 

流動資産   101 億円 

（資金、税未収金など） 

繰延勘定      3 億円 

（建設時等の消費税） 

負債   986 億円
将来の世代が負担する債務 

 

（地方債、退職金など） 

 

 

 

純資産  969 億円
これまでの世代で負担して

きた正味資産 

普通会計 
連結グループ 

■市民一人当たりの資産は、約 1８０万５千円 

■市民一人当たりの負債は、約 6４万１千円 

連結になると 

■市民一人当たりの資産は、約 297 万 6 千円 

■市民一人当たりの負債は、約 150 万 1 千円 

 

純資産残高

 

740 億円

 

純資産残高

 

765 億円

普通会計 連結グループ 

連結になると 

21 年度末 22 年度末 

(22 年度中の増加

25 億円) 

 

純資産残高

 

951 億円

 

純資産残高

 

969 億円

(22 年度中の増加

18 億円) 

21 年度末 22 年度末 

■市民一人当たりの純資産残高は、約 116 万 4 千円 ■市民一人当たりの純資産残高は、約 147 万 5 千円 

普通会計 連結グループ 

連結になると 

22 年度現金減 

2 億円 

22 年度現金減

1 億円 

 

■「行政コスト計算書」とは、１年間の行政活動のうち、資産の形成につながらない福祉や教育といった行政サービスの提供に係るコ

ストがどのようになっているのかを表したものです。（内側の円は性質別に、外側の円は目的別に分類したものです。） 

 

 

 

人にかかる

コスト

37億円

物にかかるる

コスト

57億円

補助金

など移

転支出

的なコ

スト

141億円

その他の

コスト

3億円

生活ｲﾝﾌﾗ・

国土保全

11.0 ％

教育

11.6％

福祉

37.3％

環境衛生

12.5 ％

産業振興

8.8％

消防

5.4％

総務

11.4％

議会

0.9％

その他

1.1％

コスト

合計

238億円

人にかかる

コスト

95億円

物にかかる

コスト

141億円

補助金

など移

転支出

的なコ

スト

252億円

その他の

コスト

25億円

生活ｲﾝﾌﾗ・

国土保全

6.0%
教育

6.0%

福祉

50.1%

環境衛生

21.6%

産業振興

5.3%

消防

2.7%

総務

5.3%

議会

0.4% その他

2.6%

コスト

合計

513億円

【行政コスト計算書】 

普通会計 連結グループ 

■市民一人当たりの行政コストは、約 36 万 2 千円 ■市民一人当たりの行政コストは、約 78 万 1 千円 

連結になると 


